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令和７年度 足立区食品衛生監視指導計画 

 

１ 趣旨 

この「令和７年度足立区食品衛生監視指導計画」（以下「計画」という。）は、

足立区が食品衛生法（以下「法」という。）及び関係法令に基づく監視指導を

計画的、効果的及び効率的に実施するため、法第２４条の規定に基づき策定す

るものです。 

この計画に基づく監視指導の実施により、食品等に起因する食品衛生上の危

害の発生を防止し、区民の食生活の安全確保を図ります。 

 

２ 実施期間 

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

３ 根拠法令 

食品衛生法、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律、食品表示法、

東京都ふぐの取扱い規制条例 等 

 

４ 監視指導の実施体制及び他機関との連携 

（１）監視指導の実施体制 

   食品衛生に関する監視指導は、足立保健所生活衛生課食品保健係及び食

品監視係が実施します。また、大規模製造業、食品流通拠点及び輸入食品の

監視指導、並びに複数の特別区にまたがって流通する有害食品の排除及び

違反処理などに係る監視指導は、｢保健衛生事務事業に関わる都区協定書｣

で定められた「食品衛生行政の運営に関する細目協定」及び「試験検査に関

する細目協定」（以下「協定」という。）に基づき、東京都（以下「都」とい

う。）と協力の上、実施します。 

（２）連携体制の確保（８ページ 別図） 

ア 庁内の連携 

食品由来感染症、学校及び社会福祉施設等における感染性胃腸炎集団発

生時等、感染症対策が必要になると考えられる事例においては、感染症対

策課と連携して対応します。 

食品表示（栄養成分表示）に関することについては、中央本町地域・保

健総合支援課保健栄養担当と連携し、適正な食品表示が行われるよう対応

します。 

学校、保育施設等で提供される給食の衛生管理については、学務課、子

ども家庭部等の関係各課と情報共有を行い、食中毒発生の防止に努めます。
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また、消費者センターと連携して、食品に関する相談に対応します。 

イ 国及び他自治体との連携 

輸入食品及び広域に流通する食品等の違反を発見した場合や大規模な

食中毒発生時等は、厚生労働省、消費者庁、農林水産省、都及び他の自治

体と連携します。また、複数の自治体が関係する広域的な食中毒事案発生

時には、広域連携協議会を通じて情報共有及び連携を図りながら対応して

いきます。 

なお、法に定めがあるものを除き、他の自治体との連絡調整は、原則と

して都を通じて実施します。 

（３）試験検査の実施体制 

ア 試験検査の実施機関 

食品衛生監視指導に付随して実施される食品等の試験検査は、主に足立

保健所生活衛生課衛生試験所（以下「衛生試験所」という。）が実施します。

また、協定に基づき、食中毒等の調査に関する試験検査は東京都健康安全

研究センターに委託します。 

イ 信頼性の確保 

信頼性確保部門責任者による収去部門及び検査部門の内部点検の実施

や外部精度管理調査の受検により、試験検査における事務の管理を適切に

行います。 

ウ 検査技術の維持・向上 

検査員は、研修等への参加により検査技術の向上に努めるとともに、検

査情報の収集に努めます。 

（４）食品衛生監視員の資質向上 

食品衛生に係る最新技術情報やＨＡＣＣＰ＊に基づいた衛生監視手法、国

内外の動向等をテーマとした講習会、実務研修などへの参加により、食品衛

生監視員の知識向上を図ります。また、ＯＪＴにより食品衛生監視技術の継

承を図ります。 

＊ＨＡＣＣＰ（ハサップ）：安全な食品を提供するための高度な衛生管理手法のこと。

食品の製造にあたり、原材料に由来する危害や、製造工程において発生する可能性

のある危害をあらかじめ分析し、特に重点的に管理する必要のある箇所を重要管

理点として定め、その工程を連続的に監視、記録することにより製品の安全性を保

証する制度。 

 

５ 監視指導事業 

法に基づき、区内に流通する食品の安全を確保するため、以下により食品関

係施設の監視指導を実施します。 
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（１）立入検査 

食品の製造、加工、調理及び販売の各段階において、食品供給行程（フー

ドチェーン）を通じた衛生管理（９ページ 別表１）の徹底を図るため、食

品の流通状況や食中毒の発生状況等を踏まえた監視指導を実施します（１０

ページ 別表２）。 

集団給食施設（学校、保育施設、事業所、社会福祉施設、病院等）、仕出し

屋等、大量に食品を調理、製造する施設や、多くの食品を販売する大規模な

食品販売施設をはじめ、過去の食中毒発生状況、違反又は苦情の発生状況、

取扱食品の特性等を踏まえた立入検査を実施します。 

 年間立入予定件数 

７，０００施設 

（２）収去検査 

区内で調理、製造する食品の安全確認を目的に、調理、製造者や販売者を

対象として、立入検査の予定に準じ収去検査（抜き取り検査）を実施します。 

 予定検体数 

微生物検査：１３４検体 理化学検査：１０検体 

（３）夏期及び歳末一斉監視事業 

食中毒が多発する夏期及び食品流通量が増加する歳末においては、厚生労

働省及び消費者庁の示す方針を踏まえ、かつ協定に基づき都と連携した上で、

別途監視指導計画を策定し実施します。 

（４）緊急監視 

有害食品などの発生があった場合、協定に基づいて都と連携し、原因と関

連のある営業施設の監視を実施します。また、区内において緊急性を要する

有害食品等を発見した場合は、直ちに都へ連絡します。 

 

６ 重点的に監視指導を実施する事項 

（１）食中毒予防対策 

ア 食肉による食中毒対策 

平成２３年に生食用食肉の規格基準が設定されて以降、牛肝臓や豚肉の

生食用としての提供が禁止されましたが、依然として食肉が関与する食中

毒は発生しています。特に、法に基づく規制のない鶏肉等の生食又は加熱

不足によるカンピロバクター食中毒が全国的に多発しています。 

食肉を取り扱う施設に対し基準等の周知徹底を図るとともに、食肉の生

食や加熱不足の危険性を説明し、適切な取り扱いが行われるよう監視指導

を実施します。また、食肉の処理又は卸売りを行う施設に対し、販売する

食肉が加熱用であるか否かの表示を徹底するよう指導します。 
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イ 大量調理食品による食中毒対策 

全国的に、集団給食や弁当等、一度に大量に調理する食品や広域に流通

する食品が関与する食中毒が多発しています。そのため、食中毒が発生し

た場合に大規模化しやすい集団給食施設及び仕出し屋等の施設に対し、監

視指導を行います。特に、食中毒が発生した際に重症化する恐れのある高

齢者、乳幼児等に食事を提供する施設に対し重点的な立ち入りを行い、食

品等事業者が自ら実施する衛生管理について指導及び支援等を行います。 

ウ 行事における食中毒対策 

新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行したことに伴い、区内に

おいて多数の行事の開催が再開されました。これらの多くが食品の提供を

伴うものであることから、食品による事故を防止するため、事前の届出に

対し食品衛生に関する助言を行い、出店者が取り扱う食品の衛生管理向上

に努めます。また、区主催の大規模な行事（区民まつり、しょうぶまつり、

千本桜まつり等）については、食品による事故を防止するため、食品の衛

生的な取り扱いが徹底されるよう監視指導を行います。 

エ その他の食中毒対策 

全国的に、魚介類の生食に起因するアニサキス食中毒が多発しています。

生食用鮮魚介類を取り扱う施設に対し、魚介類の仕入れ直後の速やかな内

臓除去、加熱や冷凍によりアニサキスを死滅させること、目視による虫体

の除去等を指導します。 

また、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、テイクアウトや宅配等

による食品の提供が増加しました。これらは、店内での飲食とは異なり、

調理から喫食までの時間が長く、食中毒のリスクが高まることから、調理

済食品の適切な取り扱いについて指導します。 

オ 保菌者検索事業の実施 

食中毒の未然防止並びに散発型集団発生食中毒＊の早期発見及び発生原

因究明のため、都の保菌者検索事業に協力し、腸管出血性大腸菌やサルモ

ネラについて、食品取扱従事者の無症状病原体保有者＊の調査及び散発患

者の発生動向調査を行います。 

＊散発型集団発生食中毒：特定の市販食品や飲食店での食事等を原因食品とする食

中毒で、広い地域で少人数ずつ患者が発生するもの。広域的に患者の喫食状況等の

情報を集約することにより原因食品が判明する。 

＊無症状病原体保有者：食中毒菌を保有しているが、その菌による食中毒症状を起こ

していない者。 
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（２）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の推進 

食品衛生法の改正により、原則として、すべての食品等事業者は、一般衛

生管理に加え、ＨＡＣＣＰの考え方に基づく衛生管理を実施することとなり

ました。食品等事業者におけるＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の取組状況を確

認し、適切な衛生管理の実施について助言及び指導を行います。また、小規

模な食品等事業者にも無理なく実施できるよう、講習会や導入支援ツールを

活用しながら、必要な支援を図ります。 

さらに、食品衛生自治指導員＊を通じて、食品等事業者に自主的な衛生管

理に関する情報及び技術を提供し、支援を図ります。 

＊食品衛生自治指導員：食品業界における自主的な衛生管理推進を目的として食品

関係営業者自らが組織した団体「食品衛生協会」の協会員の中から委嘱された、一

定の資格を有する者。同業会員の施設の巡回指導を行う。 

（３）食品の適正表示対策 

食品表示法に基づき、消費期限・賞味期限やアレルギー原因物質等、食品

の適正表示の徹底を図ります。また、「医薬品、医療機器等の品質、有効性

及び安全性の確保等に関する法律」など、他法が定める表示規制についても

関係機関と連携協力して適正表示の推進に努めます。 

（４）その他の事項 

広域に流通する食品については、有害食品などの流通を防止するため、都

と連携し、製造業における原材料、製造工程及び製品の監視指導、並びに流

通過程における問屋業及び販売業などの監視指導を実施します。また、輸入

食品の安全確保を図るため、情報収集に努めるとともに、区内に流通する輸

入食品の監視や検査、輸入業者への指導を実施します。 

 

７ 食品衛生法等の違反への対応 

立入検査及び収去検査によって違反及び不良食品等を発見した場合や食中

毒が発生した場合、以下の対応を行います。 

（１）違反等を発見した場合の対応 

立入検査により、施設基準及び食品表示基準等の法違反を発見した場合は、

その場で改善を指導します。また、改善に期間を要する場合は、書面にて指

導を行います。 

立入検査及び収去検査で違反食品などが確認された場合は、当該食品等が

販売、使用等されないよう指導を行うとともに、必要に応じて関係機関と連

携し、回収、廃棄などの危害除去措置を実施します。また、当該事業者に対

しては、再発防止を目的とした監視指導を強化します。 

区民から、食品への異物混入やカビ発生など食品の安全性に関する相談や

苦情が寄せられた場合は、製造、販売工程について調査し、原因究明を行い
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ます。原因となった食品を扱った事業者に対しては、再発防止のため改善指

導を行います。 

（２）食中毒事故発生時の対応 

食中毒が疑われる事案が発生した場合は、関係機関との連携を図り、被害

の拡大を防止し、食中毒発生の原因、感染経路の解明及び再発防止に努めま

す。 

広域的な食中毒発生時には、国や関係自治体と連携し対応します。国が設

置する広域連携協議会において国や関係自治体と連携体制を整備すること

により、関係機関と情報共有及び連携を図りながら、原因究明や被害の拡大

防止に努めます。 

（３）不利益処分等 

食中毒の発生や違反食品の発見など、緊急な安全確保が必要とされる場合

は、「危害の除去命令（法第５９条）」、「営業などの禁止又は停止命令（法第

６０条、第６１条）」又は「施設改善命令又は許可の取り消し（法第６１条）」

の不利益処分を行います。また、特に悪質な事例については告発を行います。 

食品表示法に違反する事実を確認した場合は、まず、口頭又は文書による

指導を行います。当該指導に従わなかった場合は、必要に応じて食品表示法

第６条に基づく「指示」又は「回収命令」、「業務停止命令」等の不利益処分

を行います。 

（４）違反の公表 

法違反に対する不利益処分などの措置を実施したときは、食品衛生上の危

害の状況を明らかにするため、法第６９条又は食品表示法第７条の規定に基

づき、法違反者の氏名、施設名等を区ホームページに公表します。 

（５）食品等事業者による自主回収への対応 

食品等事業者自らが食品等の自主回収（リコール）を行う場合、リコール

情報届出制度に基づく報告の支援、原因の究明及び再発防止等の指導を行い

ます。 

 

８ 区民・事業者・行政間の情報及び意見の交換（リスクコミュニケーション） 

（１）区民への情報提供 

食中毒多発期の注意喚起や食品問題発生時などの情報を広報紙、ホームペ

ージ、ＳＮＳ及びパンフレットなどを通じて提供します。また、出前講習会、

食品衛生街頭相談などを通じ、区民に対する食品衛生知識の普及、啓発に努

めていきます。 

区民からの食品等に対する相談や苦情を随時受け付け、必要に応じた調査、

検査を行いながら、区民の食に係る不安解消に努めます。 

（２）食品等事業者への情報提供 
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令和７年度から、新規営業許可取得者を対象とした講習会を開催します。

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理に係る衛生管理計画の作成や運用方法等を指

導し、適切な衛生管理の推進を促します。 

その他、以下の講習会を開催し、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理に関する事

項、食中毒予防や最新の食品衛生情報等を提供します。 

ア 新規営業許可取得者講習会 

イ 業態別講習会 

ウ 食品衛生責任者実務講習会 

エ 食品衛生自治指導員講習会 

オ その他の講習会 

（３）意見交換会の開催 

区民、食品等事業者及び行政担当者による「食の安全懇談会」において、

食品衛生監視指導計画案に対する意見交換を行います。また、足立区食品衛

生協会との共催による「消費者懇談会」を開催し、食の安全・安心について

意見交換を行います。 

（４）計画等の公表 

食品衛生監視指導計画の策定に際しては、区ホームページ等で計画案を公

表し、区民等から広く意見を募集します。寄せられたご意見を整理、検討し

た上で、「足立区食品衛生監視指導計画」として公表します。 

また、本計画及びその実施状況並びに夏期・歳末一斉監視事業の実施結果

を区ホームページで公表します。
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別図 監視指導実施体制及び他機関との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

消費者センター 子ども家庭部 学務課 

生活衛生課 

食品保健係 
食品監視係 

生活衛生課 

衛生試験所 

感染症対策課 

中央本町地域・

保健総合支援課 

保健栄養担当 

検査依頼 

成績通知 

食中毒･感染症調査等

に係る連携･情報共有

給食施設･食品表示等

に係る連携･情報共有

連携･情報共有等 

足立保健所 

足立区 東京都 

健康安全研究ｾﾝﾀｰ 

本所 

食品監視課 

健康安全研究ｾﾝﾀｰ 

広域監視部 

監視指導･食中毒･違反等

に係る連携・情報共有等 

検査依頼 

成績通知 

広域監視に係る 

連携･情報共有等 

他自治体 

食中毒･違反等に係る 

連携･情報共有等 

広域的な食中毒に係る 

連携･情報共有等 

広域連携協議 広域連携協議会 

国 

厚
生
労
働
省 

関
東
信
越
厚
生
局 

検
疫
所 

消
費
者
庁 

農
林
水
産
省 

関
東
農
政
局 

通知･情報提供･ 

調査依頼･照会･ 

報告等 

食品表示に係る 

連携･情報共有等 

食品衛生関係の 

消費者事故等に係る 

連携･情報共有等 
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別表１ 食品供給行程（フードチェーン）を通じた衛生管理 

 

 製造及び加工 貯蔵、運搬、調理及び販売 

食品一般  使用添加物の確認の徹底 

 異物の混入防止対策の徹底 

 温度管理の徹底 

 アレルゲンを含む食品に関する表示の徹底 

食肉、食鳥肉及び

食肉製品 

 微生物汚染の防止の徹底 

 記録の作成及び保存の推進 

 原材料の安全性の確保の徹底 

 認定小規模食鳥処理施設における処理

可能羽数の上限の遵守の徹底 

 食肉処理施設で解体された野生鳥獣肉

の使用の徹底 

 流通管理（保存温度、衛生的な取扱い等）

の徹底 

 加熱調理の徹底 

 食肉処理施設で解体された野生鳥獣肉

の使用の徹底 

乳及び乳製品  微生物汚染の防止の徹底 

 記録の作成及び保存の推進 

 原材料の安全性の確保の徹底 

 流通管理（保存温度、衛生的な取扱い等）

の徹底 

食鳥卵  新鮮な正常卵の受入れの徹底 

 洗卵時及び割卵時の汚染防止の徹底 

 記録の作成及び保存の推進 

 検卵の徹底 

 温度管理の徹底 

 検卵の徹底 

水産食品（魚介類

及び水産加工品） 

 生食用鮮魚介類の衛生管理の徹底 

 微生物汚染の防止の徹底 

 記録の作成及び保存の推進 

 生食用かきの適正表示の徹底 

 ふぐの衛生的な処理の徹底 

 流通管理（保存温度、衛生的な取扱い等）

の徹底 

 加熱を要する食品の加熱調理の徹底 

 有毒魚介類等の市場からの排除の徹底 

野菜、果実、穀類、

豆類、種実類、茶等

及びこれらの加工

品（有毒植物及び

キノコ類を含む。） 

 生食用野菜、果実等の衛生管理の徹底 

 記録の作成及び保存の推進 

 原材料の安全性の確保 

 生食用野菜、果実等の洗浄及び必要に応

じた殺菌の徹底 

 穀類、豆類等の運搬時のかび毒対策の推

進 

 有毒植物等の市場からの排除の徹底 
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別表２ 令和７年度年間事業計画 

 

  ４～５月 ６～８月 ９～１１月 １２月 １～３月 

立
入
検
査 

一斉監視等 

（主な対象施設） 

 区立学校給食 

 スーパー等大規模販売業 

 しょうぶまつり等出店者 

都区合同夏期一斉監視指導 

 飲食店（すし屋、仕出し

屋、弁当屋、そうざい屋、

焼き肉屋、大規模回転す

し店等） 

 給食施設（事業所・病院

等） 

 パン屋（調理パン） 

 菓子製造業 

 スーパー等大規模販売業 

 給食施設（社会福祉施設・

保育施設） 

 飲食店（仕出し屋、そうざ

い屋） 

 各種製造業 

 学校給食納入業者 

 スーパー等大規模販売業 

 区民まつり等出店者 

都区合同歳末一斉監視指導 

 飲食店（仕出し屋、そうざ

い屋、大規模宴会施設等） 

 ふぐ取扱所 

 そうざい製造業 

 菓子製造業 

 魚介類販売業 

 食肉処理業 

 食肉製品製造業 

 食鳥処理業 

 スーパー等大規模販売業 

 食鳥処理業 

 スーパー等大規模販売業 

 食品の取扱い等の改善確

認及び未収去施設 

 西新井大師出店臨時営業 

 千本桜まつり等出店者 

通常監視 

緊急監視 

 営業許可事務及び関係施設の衛生管理･食品等の取扱い･食品添加物の使用状況･食品表示の監視 

 違反又は不良食品等の調査 

 食中毒関係調査     等 

収
去
検
査 

収去検査 

 仕出し弁当 

 寿司･すし種 

 弁当類 

 調理パン 

 集団給食 

 菓子 

 そうざい 

 食鳥肉 

衛生教育 

 新規営業許可取得者講習会 

 出前講習会 

 業態別講習会     

リスクコミュニケーション    食品衛生街頭相談 

 消費者懇談会 
  食の安全懇談会 


